
社会保障施策に要する経費 H31地方消費税交付金予算額 1,071,000×7/17≒450,000

合計 6,846,994 4,405,908 0 18,324 450,000 1,972,762

0

予防費（扶助費） 11,135 7,920 544 496 2,175

生活保護費（扶助費） 2,650,000 1,987,500 123,052 539,448

母子福祉対策費（扶助費） 422,004 148,778 830 50,593 221,803

乳幼児及び児童医療対策費（扶助費） 110,700 52,165 2,410 10,425 45,700

児童手当給付費 819,500 693,300 23,440 102,760

児童福祉費（扶助費） 5,451 3,960 277 1,214

後期高齢者医療費 759,106 24,100 1,800 136,185 597,021

障害者自立支援事業費（扶助費） 1,862,137 1,396,603 86,468 379,066

精神障害者福祉費（扶助費） 53,000 25,750 1,500 4,783 20,967

心身障害者福祉対策費（扶助費） 113,421 65,695 5,240 7,891 34,595

老人福祉対策費（扶助費） 34,838 6,000 5,356 23,482

身体障害者福祉費（扶助費） 5,702 137 1,034 4,531

事業名（歳出予算科目） 予算額

財　源　内　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

国・県支出金 市債 その他 地方消費税交付金 その他

（単位：千円）

平成３１年度 地方消費税交付金（社会保障財源化分）の充当経費

※平成31年度の地方消費税収の17分の7に相当する額を「社会保障施策に要する経費」に充当することとされています。


